広範な発達障害に対応するための指針

―青年期以後の集団との対応、適応についての周囲の意識、方法に関する考察―
○刀禰　豊　　　　　　　
　　　　　　　　　　　 (岡山東支援学校)　　　　 
Key Words：特別支援教育　個々のニーズ　青年期以後の教育

１．はじめに

乳幼児期から18歳まで、区分で言えば保育園～高等学校（高等部）までの、教育的な介入、支援において、日常の生活能力の向上から就労へという流れを形成する中で、特別支援教育の流れが形成されてきた。多くはワークキャリア（経済的側面での自立）の観点で、多くの取り組みがなされている。しかし、個の育ちはすべて同じ速さで、同じ方向性で進むものではなく、時には後戻りや繰り返しをしながら、個々のニーズに対して、適切な手立てがとられることで、時期の早い、遅いの差はあっても、確実に次のステップへ進むことが多い。しかし、就労の面で必要な観点を注目しすぎるあまり、個の細かな成長を見逃し、特定の作業や活動に適応させることや、集団における過度の適応を追及するあまり、個に重要な支援の方法を考察することより、特定の観点（就労への向けた集団への適応、集団に入ることが苦手で、適切な行動が取れないなど、個々の問題の過程を分析する必要があることに目を向けることができないでいる。今回は、視覚支援学校（盲学校）高等部での、いくつかの事例を検討することで、適切な指導の方向性とそれについての考察を加えていきたい。

２．事例の検討

視覚支援学校（盲学校）においても、視覚的な障害（弱視、全盲）以外に、知的障害、発達障害などの障害を併せ持つ児童生徒の事例が多くなって来ていることは、全国の学校において共通の問題であると思う。また、視覚に障害を持つ児童生徒が、視覚支援学校（盲学校）ではない教育現場で教育を受けることも多くなってきている。多様なニーズを求めて視覚支援学校での支援をしていく場合に、生徒のニーズを適切に判断し、対応していくことが、困難になってきている事例も多い。

事例1　療育手帳を持って高等部へ入学したが、理療科への進学を希望した例

通常、療育手帳を持って、高等部へ進学、弱視生徒であったが、中学２年程度の総合的な学力であった。教育課程上、作業学習が１０時間程度あり、本人の学習からしても多くの教員は理療科より福祉的な就労などを念頭において指導していた。ただ、本人は在学期間が長くなるとともに、進学への希望が増し、指導を学年の教師に伝えるが十分でなく、本報告者に依頼をしてくる経緯となった。高等部３年の後半で、未だ学力の素地も十分ではなかったが、活用できる学習プリントの工夫、視覚障害に対応した機器の活用などをともに行い、本人も自主的に学習に取り組むなどの経緯で、３割程度の基礎問題への習熟が４～５割へ向上した。日々の問題と、さまざまのフォーマットの学習課題を示すことで、取り組みを継続することができた。

ただ、当該の学年教員が指導の必要性を理解するまでに長い期間を必要としたため、本来より早期に支援すべきであった多様な観点での指導に、全高等部の態勢になるまでに期間を要したことは問題であった。高等部在学（普通科）の全生徒に関して早期から教育支援計画等は作られていたが、卒業後の方向性の中に本人や保護者の思い、今までの経緯など多様な見方がかけていたことは大きな問題であった。しかし、このことがきっかけで、卒業後の進路について、保護者、本人の希望や思いを早期から把握し、従来の生徒の状況で決め付けない考え方、教科の力も相応に、生徒の状況に応じて考えていく方向性も学部等に見られるようになってきた。

事例２　発達障害(軽度の)傾向があり、療育手帳を所持して高等部へ入学、入学時より作業学習の多さなど保護者、本人とも必要なニーズにあっていない、教育の内容に疑問を持っていた例

　本人の理解や行動にこだわりや偏りはあったが、それにあった形で、指導を続けることで、学習の内容の定着度はある程度期待できた。ただ、療育手帳を所持での教育課程ということで、準ずる教育課程ではなく知的代替の作業学習が９時間程度組み込まれていた。２年次に進級するとき、教科指導枠の可能性の申し出が家庭からあり、今回は学部もそれに応じて、一部が教科の指導に変えられる結果となった。また、早期に対応したことで、本人も早期に学習の時間を確保する結果となったのは、事例1の影響もあったとかんがえられるが、家庭や本人の希望を適切に指導に反映できる部分はやはり少人数の盲学校（視覚支援学校）であった部分も大きかった。上記の2例はその後、上位の学部（理療科）へ進学する結果となった。国家試験の合格まで過程には、科での指導の工夫、合格までの継続的な援助、指導など考えていくべき問題は多いが、これは単に本人の努力に学校が寄り添ったというよりは、１８歳以後の自立に向けた関わりのあり方で、２人の福祉的就労（あるいは障害者雇用）として落とし込むことなく、本人の育ちに寄り添うことができた結果であると思う。

3．考察

１００パーセント就労の目標はある意味、児童生徒の保護者にとってはありがたいものである。１８歳以後の、何がしかの経済的自立の結果であろうからである。ただし、これがそれ以後長期に続けば、そしてその状態を何よりも本人が肯定的に受け取り、その場でがんばることができればという前提の上でのことである。限られた、障害者雇用の枠をシェアし、分かち合う（やめていった先輩の場に次の後輩が入るなどといった、数字上の埋め合わせではなく）、本人の思いと家族や周囲の人々の思いなどを考えて進めていくべきである。就労は結果であり、出口から教育課程や活動を形成していくべきではない。従来型、児童生徒を型にはめて教育課程まで構想していくのではなく、逆に個々の生徒の育ち（思いや希望を含めて）、フレクシブルなものになっていくことが大切であると思う。生きる道筋を個々に見ていくためには、個々の児童生徒の思いを汲み取れる環境が個々の学校にあるかないかにある。

現在の多くの特別支援学校や、支援学校以外の多くの場で一定の価値観に基づいて指導、援助をしないような方向性を共有すべきである。

４.おわりに

　個としての育ちは、本人に寄り添うことでしか把握することはできない。キャリア教育の観点に即して、教育するなどといった言い回しは、安易になされてはならないものである。就労やそのための実習は、社会と適切に関係性を築くための、プロセスであるのだがそれを通常の就職試験や面接と同等視する現場の見方は適切ではない。適切な勤労観、自分の力を社会に生かすことの大切さなど育てるべき観点は多くある。知的代替の教育課程の利用は形式的なものにしていくべきで、個々のニーズの視点に立って、連続的な場の設定が必要であると思う。「社会に出る」「いい社会人」「すてきな社会人」などといった表現はそれ自体至極当然で当たり前のことである。しかし、１８歳以後いずれかの場所に就労することを前提にこの言葉を使うのは抵抗がある。具体的なイメージが先行し、イメージに乗って就労に向けていくことはどうなのか。

　今回、感覚障害としての視覚障害教育の現場での事例から１８歳前後の青年期のかかわりを考えていくことで、安易な出口の結果を求めることだけでなく、１８歳前後の特別のニーズを必要とする青年期のかかわりを再考する必要性を感じていくことが大切であるという事例であったように思う。思い込みの青年期の対処が今も続いている。その事例は枚挙がないほどである。今までのかかわりから、安易に就労を推し進めないことも方向性として考えられるのではないか。

　ゆったりとした青年期の育ちを保障することで、個々の生徒の心を大きく太く育てること、それが結果的に地域に根ざした、自立した生活を実現することであり、一人一人のライフステージすべての段階で広く支援していくことにつながると思う。

　個々の児童生徒の実情をしっかり把握し、その中で必要な支援を選択していくことができない多くの支援学校での現状は変えて行かなければならない。「自分のいないところで、自分のことを決めないで」という言葉重く、しかし大切に心においていくべきである。
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